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1.は じめ に
産地偽装、期限偽装、使用原材料偽装aimなど食品偽装に関す る事件、事故が続いている。
科学的根拠に基づいて安全だとされたものが安全でなかったなど、消費者の企業に寄せる信
頼 もな くなる事件も後を絶たない。食品偽装ひとつを例にあげて も、今日の日本特有の問題
ではない。Wilson(2008)が、『食品偽装の歴 史』の中で、英国へ移住 した ドイツ人化学者
フレデ リック ・アークムが、『食品の混ぜ物」二作と有毒な食品について』(1820>と本により、
rの 食料品は不正直なやり方で、最悪の場合は有害なや り方で 日常的に偽物に変えられ
ている」 とした指摘が、食品偽装が世を変 える第一歩だったとPLしている,
本稿では、食品偽装事件か ら端 を発 し、食uPAをめぐる諸問題の中で、 とりわけ広告コミュ
ニケーションにより、問題解決の糸口を探すための基本的な考察 をすることに主眼を置いた。
事業主である企業、 ここでは食品事業に関わる生産者 ・製造者 ・流通業者 と食品等を購人し、
消費する消費者 との問には、情報ひ とつ とっても、強者(;企 業)、弱者(一 消費者)関 係
が根底にあり、消費者 を保護するという施策が行政により行われている。彦009年9月に、7
費者庁ならびに消費者委員会が設立 されたのも、「消費者を主役 とす る政府の舵取 り役」 と
して期待 される。
以一r,食品表示 ・広告 の現状整理、問題点の発掘、 リスクコミュニケーションや企業の社
会的責任に対する取組みを通じて、企業と消費者との効果的なコミュニケーションの提案 ま
で、問題解決の糸1..1のひ とつとして考察を加 える。また、 ここで取 り扱 う食品は、健康食品
や外食で取 り扱 うもの以外の、いわゆる一般的な生鮮食nnn.加一i二食品等の食品とする。ここ
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では、食品の広告 ・表示はどうあるべきかという狭い範囲ながらも初歩的な問題から研究方
法を模索することから始めたい。広告法規全般 の研究は多いが、食品表示に限定 した広告 コ
ミュニケーションのあり方、とくに消費.者教育と関連付けた広告教育の意義まで言及 した研
究は少ない〔%そ こで、広告規制、IIIIh表示関連の法規則をm心 に問題点を洗い出 し、その
背景 と原因を述べ、問題解決の糸1...iとなる施策についての提FJを行うことで、消費者主役時
代 の企業、.消費者、行政のあり方を考察する。 また研究に関 しては個人的な.見解を述べ、.著
者 が属する業.界団体や企業の見解でないことにご理解を賜 りたい。
2.食品表示の必要性 と関係法規
製品事故や食品偽装、誇大 ・誤認表示など、消費者の安全、安心を脅かす事件 ・事故の経
緯 と関連法や行政の動向をまとめたものが下記の図表1と2で ある。2000年以前と今 日まで
2期に分類 した。企業、行政に対する消費者主役の度合い とインターネッ トによる情I-XXILL
信の影響 により、2000を境に大きく変貌を遂げたのではないかと考える。食品表示の必要
性 を論 じる前提 として、消費者の声に応えて、企業、.行政がどのような取 り組みをして きた
のか、その成果と問題点について考察する。
1947年の食品衛生法、1948年の農薬取締法、1952年の計量法と.食品に係る基本の法律が
戦後 まもなく:整備 された。その後60年代の高度成長期に突入す ると、モノや情報が少 なか
った時代から、消費者は新聞、テレビ、ラジオ、雑誌などの メデ ィアを通じて、商品情報を
.入手 し、市場などのお店で購入する.豊 かな時代の幕開けとなった,宣伝力の強いブラン ド
品を購.入することは今日と差はないかもしれないが、購買にいたる情報をどれだけ理解 し、
また自分なりの評価軸をもって購買しているかについては、おそらく関心は少なかったので
はないか。 またそういう関心よりも、まずは空腹を満たす生理的な欲求満足で...卜分だったに
違いない。企業 も、消費者に商品を購入して もらうために、食料品なら安 くておいしい、そ
して新鮮であることをアビール しさえすればよかった。野菜や魚、肉などの生鮮食uPAも種類
も多 くはなかったし、加.」二食品や冷凍食品、輸人品の数 も少なかっただろう。また食品添加
物の知識も少なく、栄養表示について も、成長に応 じて健康維持に必要な栄養素をどれだけ
摂取すればよいか といった知識も{一分持ち合わせ.ていなかったであろう、,今日のように、 と
んでもない偽装が頻繁 に起こるはずもない し、加一1.:食品も大.,rの企業だから問題はないと信
じていたに違いない。 ところが、砒素 ミルク事件やtiys`1件のよ うな、大手 メーカーによ
る事件が今日の消費者保護に向けた法整備、行政機関発足.に拍車をかけた。薬事法、.景uPLI.表.
示法、そしてアメリカのケネディ大統領による消費者教書の影響を受けて、消費者保護:基本
法が公布 され、今[の 食品関連の基礎 となる法律が整.備された。
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行政機関も、執行機関として各省庁に消費者政策のための窓口が次々と設けられた。また、
本テーマにも関連する、表示 ・広告に関する審査や相談、u情 の民間のIJ関 もこの時期
に開設 された。
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70年代に入ってから消費者は、安全だと確信で きるものを求めるようになった。ア.メリ
カなど、海外からの情報 も増えて、特定の食品添加物が体によくないとわかれば、n本 でも
す ぐに使用中ILを求め、消費者運動 を起こすようになった.無 農薬野菜運動 もそうした健康
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志向が.大きく影響 している。法整備 も、社会情勢 に応 じて改正が行われ た。80年代 は、食
品、飲料、健康食品に有害物質が混入 されていたことによる被害救済、防止の観点か ら.表示
7;1Fやガイ ドラインが設けられたザ食品 トレ 一ー・や包:装にまで も安全なものを求める消費者の
声 も強まった。90年代は、遺伝f組 換 え.食品の表示要求運動が盛んになり、表示規制が設け
られることになった。表示に関 しては、Clnn添加物物質名表示が実施にな り、有機農産物表
示 ガイ ドライン施n.食 品の日付表示が期限表示 になったことや栄養成分 ・熱量表示基準が
実施 されたのもこの時期である。99年には全飲.食料品に品質表示を行 うことになった。行
政、法規制ともに今 日行われてい るほとんどがmoostまでに整備 された。 しか し、消費者
被害が起 きて、消費者運動に押 される形で法改正や行政が対処するという 「後追い施策.」に
不満 も高まった。
次に、.本格的な消費者主役時代 となった今日まで0)経緯か ら、成果 と問題点を論じる。
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2000年以降は、企業、行政、消費者を取 り巻 く社会tや インターネットの普及による膨
大な情報量や情報伝達.スピー ドが大幅にアップしたことにより、誰 もが予測不能な事態が発
生する確率が高まった。消費者主役、消費.者保護の概念が定着 し、企業 も顧客満足重視の政
策 を行 う一方で、3社のバランスが不安定な状況 に陥る事態に対処するため、企業はCSR、
リスク管理等に力を入れている。 また、食育や製造過程を一般に公開し、消費者の相談、.u
情に迅速に対応するためのお客様相nKや 、CSR活動報告書 〔Lを作成 し、インターネッ トや
刷新にまとめて情報公開に力を入れる企業も増 えて きた。
2000年からのio年間、食中毒や未承認遺伝子組換 え農産物使用、BSE感染.牛、賞味期限
の改ざんや原材料 ・原産地表示などの偽装、未指定食uAA添加物使用、無登録農薬使用など、
食品問題は相変わらず続いている。事件、事故のたびに、関連法の改定や強化策が講 じられ
て きた。行政サイ ドもインターネットなどの電子商取引における表示についてのガイ ドライ
ンを公表 し、 またBSE問題や偽装問題等が契機 となり、食品安全基本法施行,牛 の トレー
サ ビリティ制度を導入 した。食品安全委員会 を設け.て、食品の リスク評価 を行 うなど、消費
者施策は迅速に行 う体制が整 ったといえよう(s/.疑いのある段階か ら行政が対応策を講じる
ことも.鮫害の未然防止に役立 っていると評価できる。また国内のみならずコーデックス委員
会や.米のFDAな どと、 グローバルな情報共有、連携 によ り食の安全、安心への成果 とい え
よう(4:。
以..i.から、本テーマである食nnn広告 ・表示がなぜ重要なのか、.また消費者保護、消費者主
役の観点からどのような表示が必要 なのか、表示に裏付けられる商品の品質、安全性 を示す
根拠があることは当然なが ら、消費者自らが学び自己責任において判断、行動する 「消費者
市民社.会Jの一員として、消費者教育が必要であることは4Jうまでもない。
食品関連法規について、内容、表示義務など、食Ouuの表示 ・広告におけるルールなどか ら
食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の適if化に関する法律(=Jas法)、.不当景品
類凍び不当表示防止法(≡ 景品表示法)、計量法、健康増進法、薬事法を整理 した㈲。
食品メーカーや法律家 と違 って、 般 消費者が必要性 を感 じているものの、これらすべて
の法律を理解 し、食品購入の手がか りとしている人は少ない ことがわかる(東 京都の調査結
果等)。問題は、法律によって表示が必要、不必要など、統.....一されていない場合があり、消
費者に理解 されにくい ことなどがある。消費者が食品.表示 ・広告についての教.育を受ける機
会も非常に少ない(sl.次に以下の調査からも.食品表示に関する消費者意識を理解できる。「食
生活 と.食育に関する.i論調査」(平成19年8月 東京都生活文化.スa一ツ局)で 、栄養成分
表示の活用に対 して、「よく参考にしてい る(14.4%)、ときどき参考にしている(32.4%)..1
が4;%%、rあま り参考に していない(`17.9%〉、ま.った く参考に して いない(2t.0%)」が
52%だが、前回の平成16年調査より、「参考に してい る(計)」が9ポ イン ト増 えている。
また、食品を選ぶ ときに重視することに対して、鮮度や賞昧期限(73.9%)、価格(71,3%)、
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昧(47,2%)、栄 養(38.8%)、食 品添加物 が少 ない こと(38.t%)、産 地(30.3%)、量や大 き
さ(27.8%)、信 用で きるメー カー ・銘柄(25.3%)、農薬 の使 用 が少 な い こと(23.3%)、見
た 目(19,1%〉、 先産 ・流通 の履歴 情報(ト レ 一ーサ ビ リテ ィ)(3.8%〉、 ア レル ギ ー物 質の有
無(3,0%)を あげてお り、表示 ・広 告 に関 わ る情報 の重 要性 が読 み取 れ る(D。2008年度 に
全 国の 消 費生 活 セ ンター が受 け付 け、.F国消 費生 活情 報 ネ ッ トワ ー ク シス テ ム(=PIO-
Nr;r>に登録 され た消費生 活相 談情報 の総件 数は、938,72⑪件で、2007年度 と比 較 して2番
目に相談件 数の増 加が 多かったの が、 「食料 品」 で?..550件増加 した。事故 米の不 正転売 事件
で米の 品質や表示 に関心が高 まっ た ことなどによ る。 また、相 談V7容別 も、取 引、安全 ・品
質に関 する もの以外の相 談の 中では、商Uuの内容 や取 引条件 な どの 「表 示 ・広告 」 に関す る
相 談の割合 が増加傾 向に ある。
この よ うに、食 品の表示 は、消 費者 に とって その食 品の品質 を判 断 し選択す る上 の必要 な
情 報源 であ り、企 業に とっ て製 造 した商 品に関す る様 々な情 報 を消 費者 に提供 す るこ とと、
食 品事故.や表示違 反が発生 した場合 に対象商 品の特定 と迅 速 な回収 が可能 とな り、 被害 を最
小 限に抑 え られる ことに役立つ。表示 は事業者 、消 費者 、流通業者 をつ な ぐ役割 を果 たす た
め、 関係者間0)信頼 をベ ースに活 用 され ている必要不可欠の ものな のだfR;。
表 示 ・広 告の 問題以 蔚に、nnnそ の もの が安 全 に製 造、輸 入 され た もの なの か も重 要 だ
(清水、2006)。食品 のrと 機 能の分 野で は、科 学 に基づ いた制度 が必要 で あ り、科学 的 に
実証 され た方法 でTと 機能 を評価 し、一定 の科 学的 な基準に基づ いて使 用 を許可す ること
が重要 で ある。安全 と機 能 の確 認 された.食品 が市場 に並 び、消 費者 が安心 して食品 を購 入で
きる環境 が整 うと考 え られ る。
以...t.を踏 まえて、消 費者の ための食 品表示 のあ り方に関す る研究 の 方向性 を考察 する。
3、研 究テーマの方向性
まずは、消費者問題の整理 と確認を行い、次に.企業の役割と課題をリスクコ ミュニケーシ
ョンと社会的責任の概念から論 じる。消費者の定義 として、.「生活のために用いる物資や役
務 を他人から購入する者のことであって、生産者、販売者などの供給.者に対立する概念」 と
されるが、齋藤(2008)は、消費者概念を定義することよりも、.r消費者」一一般が有 してい
る特質を抽出して、それに適合的な法理や制度 を検討することのほうが有意義だとしている。
消費者の特性 として、企業と消費者間の格差、消費.者の弱さ、消費者の負担転嫁能力の欠如
があると説明 している(y),これらの特性からみても、消費.者は従属的であり供給者に比べて
劣位に置かれており、その格差の是止や弱点の補強、損失予防のために法的な保護が必要だ
とされている.
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2009年9月に、消費者の利益の擁護及び増進、商品及び役務の消費者による自主的かつ.合
理的な選択の確保並びに消費生活に密接に関連する物資の品質に関する事務を行 うことを任
務 とする消費者庁を内閣府の外局として設置することを定め、消費者庁か ら独立 して権限行
使を行 う消費者委員会を内閣府に設置 された。 これに伴い、食品衛生法、JASi、uXAA示
法、健康増進法などが消費者庁に移管 された。消費者の商品選訳の機会の確保 にとっての表
示の重要性、.被害実態を踏まえた対応の重要件、各省庁横断的な調整の必要性か ら、 「表示」
〔ia:に関する法律は消費者庁が所管になったことが大 きな変革である。
消費者に関する基本的施策として、iiiの基本的な責務 を定めているのが消費者基本法であ
る。その中で、安全や品質表示に関わるものとして①安全の確保(11条)、②計量の適正化
(13条)、③規格の適正化(14条)、④広告その他の表示の適正化等(15条)を定めている。
広告 その他の表示の適.正化等(同 法15条)で は、商品の購入、サービスの利用に際 して消
費者が選択を誤 らないようにするための商品、役務の品質等に関する広告その他の表示 に関
する制度の整備、虚偽 ・誇大な広告その他の表示規制に必要な施策を定めているが、上記①、
②、③の施策 も表示や広告に関わっているし、相互に補完 し合 う関係にある、食品において、
安全にかかわる表示として本稿で論 じているのが、食品安全基本法、.食品衛生法、健康増進
法である。zoos年に食品安全慕本法が成立 し、uuoのリ.スク評価を行う 「.食品安全委員会」
を新たに設置 した(同 法22条)。同委員会が食品健康影響評価を行った結果を踏まえ、内閣
総理大臣を通 じて関係各大臣に具体的な施策 を勧告することとした点などに特徴がある(同
法23条1項)。食品関連事業者に対 してはその事業lug]に孫る食品その他の物 に関す る正確
かつ適.切な情報の提供の努力義務 を課 している。また施策の策定に係 る基本的な方針として、
食品の表示制度の適切な運用の確保や正確な情 報伝達のための必要な措置を講 じることが国
の責務とされている。食品衛生法、食晶増進法に関しては前章で表にまとめたので説明は省
略する、グローバル化の現状か ら、国内の規制や法律の枠組みだけで、食品表示 ・広告 に関
してのルールづくりでは、問題が生 じたときの取 り組みとして、事故の未然防止ができない
ことなどがあげられている。そこで、研究の方向性 としては、.t:述した様々な法規制や行政
の施策により、企業がどのような取 り組みを行えばよいのかを、企業の社会的責任 とリスク
コ ミュニケーションの重要性 について論 じる。 リ.スクコミュニケ…ションの重要性は、食の
安全性 において企業、消費者双方に必要な理解だと考 える。EAOやvvxo等のn関 にお
いて食品安全問題への リスクアナ リシス(リ スク分析〉の適用について、1995年頃より検討
が進め られ、各国において自国の.食品の安全性確保にr,けてその導入が図 られた。 この間、
我が国においても、BSE対策に端 を発して、食品の安全性確保における リスク分析の重要性
が指摘 されてきたQ1;。リスクコ ミュニケーションの取 り組み を、CSIZ広告 コ ミュニケーシ
ョンとの関連付けに新たな方策があるのではないかと考え、 ここで基礎的な考え方を紹介す
る。川越 ・疋田(2007)は、消費者のための企業情報開示の必要性 として、CSR広告の重:要
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性を論じている。消費者の権利の保護と消費者の自立の支援 を理念 とした消費者基本法の第
15条に、「国は消費・者が商漏の購入若 しくは使用又は役務の利用に際 し、その選択等を誤る
ことがないようにするため、商品及び役務について、PFibに関する広告その他の表示に関
する制度 を整備 し、虚偽又は誇大な広告その他の表示 に関する等必要な施策を講じるものと
する」 とある。CSR広告は、企業の社会貢献している姿、あるいは社会生活に役.立つ情報や
社会倫理や道徳に関すること等々の ソフトな.メッセージであ り、従来の1GVP広告や企業広告
とは違 うジャンルである、このように、CSRは顧客ロイヤ リテ ィ向上、企業 ブラン ドを高め
ることにつながる.こ れか らの食vnn企業にとって も.重要なコ ミュニケーションであることが
理解できる。
以上か ら、次章で、健康志向増大に伴 う食品広告 ・表示のあり方を考察する。
4.健康志向増大に伴 う企業の取 り組み
冷凍食品や生鮮食品のパ ッケージにQRコ ー ドがあるものが増 えている。携帯電話を使う
ため、利用制約がかかるものの、消費者にとって必要な商品情報か ら、企業の社会的責任に
まで情報収集できるため、企業、消費者双方にとっては、効果的なコ ミュニケーシ ョン手法
として期待できる。食育などの必要姓 も消費者の健康志向から重要性が叫ばれている。新聞
等の広告でも、CSR広告 として.一般消費者か らすべての利害関係者 までにきちんとした企業
姿勢を示 している広告が増えて きたことからも理解で きる。また広告以外でも、表示に関し
ての企業の取 り組みとして、イ トーヨーカ ドーがOnnの表示をわか りやすい表Tに あらため
た例があるtl`t)。パ ッケージのわかりやすい表示やQRコ ー ド入bの 商品で表Tや 生産情報 を
伝える施策は評価できるが、果たしてどれだけの消費者がその ことを理由として商品やお店.
の選択をしたのかは今後の実施調査 を行 うことで明らかになるだろう。実際のところ、 ノン
バーバルなコ ミュニケーションだけでは、メッセージは伝わ らないのではないか。売 り場で
携帯を使用 して情報を収集 している消費者が少ないことから、売 り場に映像や関連情報を記
載 した ミニバン.フやPOPな ど、その場で簡単 に人手で きる販促グッズなども考慮すべきだ
と思 う。また表示 をわかりやす くした場合、そのことを知らせる媒体 も必要ではないか。少
なくとも店内で目に付 くところには最低で も掲出することで、より効果的に企業姿勢が伝わ
るのではないか。
次に、製造、卸'J6.小売の食品事業者が参画 した事業、「フー ド・コミュニケーション ・
プログラム(=FCP)1の取 り組みを例に.望 ま しい企業と消費者 との好意的な絆づ くりが
形成できる.可能性について考察する。FCPは、「協働の着眼点」 として行動のポイン トを製
造業者の着眼点 として整理 した。社内に関するコ ミュニケーシ ョン、取引先に関するコミュ
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ニケーション、緊急時に関するコ ミュニケーシ ョン、そ して 「お客様に関するコ ミュニケー
ション.」圃 の4つ からまとめられている。例 として、社内モニ ター制度による表示確認を行
うこと、新製品の発売前からお客様対応部門が参画 し、使い勝.手、.注意表示 を開発部門と検
討、改善提案を行うこと.、ファンクラブを利用 し会員か ら情.報を収集す ること、優良なお客
様対応担当の従業員の褒章制度を設けること、商品のパ ッケージ以外の情報(食 品のアレル
ギー誘起物質、原産地情報、商品の検査体制〉を商品カタログ、二次元コー ドを用いて発信
することなど、多面的に行動ポイン トを指摘 している(1$。
以..上から企業情報 を消費者に届ける施策 として、従業員、お客様モニターの活用などで商
品パッケージの表示のわかりやす さはもちろんのこと、プラスでどれだけ信頼で きる情報を、
わかりやす く伝えるかがtイ ン トである.。メデ ィアの活用 として、マスメデ ィアや自社のイ
ンターネ ッ トホームページでバ ーチャル工場見学などの疑似体験型で共感 を高める工夫な
ど、ξれも食品企業がすぐに取 り組む可能性が高い雄策は、消費者との絆 を深めるのに効果
が期待できると考えられる。ただ し、どれ も継続 して実施 しないと短期のキャンペ ーンでは
消費者からの信頼を得 ることは困難であろう。要 よ 提供する食品が本当に体によいもので
あると自信をもって提供できるか、企業は安かろラ、 うまかろうの商品開発か らの転換も消
費者から求められていることも忘れてはならない。
5.研究の限界と今後の課題 むすびにかえて
企業の食品表示や全社的な取 り組みの紹介を、CSR広告コ ミュニケーションを行 うことで
消費者により確実に情報伝達できる道筋が描けるのではないか,双方の情報共有のためにも、
消費者に読み解 く、理解できる広告 リ.テラシーの必要件が大事である。消費者のためになる
有益な情報を企業が提供 しても、それを理解、判断できる能力が消費者に備わっていないと
コ ミュニケーシ3ン そのものがうまくいかない。
そこで消費者教育の...環として、行政の実施 している食品にまつわるあ.らゆる啓蒙活動に
加えて、広告を読み取る能力、広告 リテラシーを、広告関係者は啓蒙活動として取 り組む必
要があると考 える。新聞業.界でNlf,'i動が盛んに行われてい るが、記事 ・広告か ら、社会
経済情報、個人の倫理 ・道徳観、育成まで、社会 ・家庭生活の質の向上につながる取 り組み
である。そうしたNIE的な活動 を広告教育に取 り入れ、消 費者の ために食品表示のあ り方
を考えるための実践できる取 り組みとして検討できるの.ではないか。
フ ・ードコ ミュニケーションプロジェク トの報告にもあるように、企業と消費者 との情報格
差 を解消 し、好意的な関係 を構築するための施策は企業ごとに異なるといってもいいくらい、
あらゆる選択肢がある。 しかし、ここでの食品表示や広告から伝わるメッセージも、企業の
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販売利益優先の、投資における直:接効果 を望むものから、企業の社会貢献に向けたオープン
なメッセージを消費者と共有できる場の創 出を増や し、かつ長期的に取 り組むことが、これ.
からの食品事業に携わるすべての企業に必要で ある。
本稿では主観的に消費者のための食品広告 ・表示の意義 を述べたが、実際に.0`uu広告やパ
ッケージ、あるいはPC・モバ イル.イン ターネッ トでの情報を消 費者が どのように理解 し、
評価 し、 さらに購買行動に結び付けてい るのか、またブラン ドに対する評価が購買にどのよ
うに影響 しているのか、海外や国内の食uP示 、食品購買行動、高齢者等が表示に気づかず
騙 される心理学的アプローチなどを先行研究や調査 ・分析から検証する必要があると考え、
今後の継続研究としたい。
【注 】
(1.食品の不正表示問題と表示規制について山目(2008;は、消費者の権利を確保する視点から、わが国の
食品表示規制の現状と課題について検討を加えた。食品の不適切表示は、加工 ・製造過程の複雑化が背
景にあり、消費者に商品の品質を正確に認識することができない問題点を指摘 している。また販売方法
の多様化によリインター.ネット通販において、ウェブサイトの広告にはJAS法の適川対象外となる。景
品表示法でも任意表示としていることを問題としている。横断的な「7贋表示0)原則を明確にし、消費者
が購入に際し、商品内容について知りたい情報が止確かつ十分に提供されるという視点の必要性 を示し
ている。また業者間取引にによる表示の正確性が確保できない場合でも、最終製品の表示責任者の品質
表示に対する責任を求めている。 また牛 トレーサビリティ制度や〈.産情報公開JAS規格制度などによ.
り、消費者が生産 ・流通情報を確認できるシステム構築が弔.要性だ.と.している。また長期f15、継続的に
違反行為を行ってきた事業.者に対する処.分についても検討を要する問題としている。山「1(zoos)は、
食品表示の適正化をめぐる課題で、食品の不正表示に関する問題と消費:者意識と表示の意義について整
理 し、消費者の適切な選択を確保するためには、食uii表Tの適正化をめぐる法制度上の課題について検
討を加えた。また東京都が条例で調理冷凍食品の原料原産地表示を義務付けたことなどを例に消費者基
本法にもある 「消費者に必要な情報を明確かつ'r易に提供すること1を責務としている.ように、生産 ・
流通過程の正確な情報開示が消費者の食の安全に対する認識の基盤となりうるとしている。中嶋(2〔1〔19)
も2009年4∫1に公布 された 「米 トレ・一サビリテ ィ制度」により,問題製品の遁速な回収、流通ルー ト
の特定、事故の原閃究明や偽装表示の解明などが期待でき、 トレーサビリティ制度が消費者の食生活 ・
食行動に重要牲を論じている、.
(2)....・例として.雪印乳業の 『活動報告書2009..〔は 「消費.者・従業員をはじめとした.ステークホルダーに、
雪印グループの活動をご哩解いただくことを目的とし、雪印グループが2008年度に取り組んだ消費者
.重視経営、環境保全、社会が求める商「[II「ド サ…ビスの提供に向けた取り組みを#E,載し、酪農との関わり
についても掲載する」という編集方針としている。
(a>13SF感染牛の問題、賞味期限の不当表F、産地偽装、原料原座地の不.当表示、外hlr7野菜の残留農薬問
題、無登録農薬使用野菜の流入、中国冷凍鮫.7物 混入fi件など、健康被害にまで及ぶ事件、事故等に
より、食品の安全性や製造業者に対する不信感が強まり、消費者の保護を基本とする包#$fYJな.食IIIIの安
全の確保のため0)法律として、食品安全基本法(基本理念、関係者の責務 ・役割、施策の策定に関する
基本方針〉が施行され、科学に基づいて.食品の安全性を評価する食品安.全委員会が厚生労働省と農林水
産省から独立した組織として内閣府に設.立された,,他の食品関連法改正で食品の安全と機能に関する制
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度が確立。
(4)諸外国では、euが、2000年に食flflの安全に関する白書を発表するとともに、欧州食品安全庁(EFSA))
を設.立し、食品の安全に関して 「農場から食卓まで」を合言葉に、生産現場から消費現場までの.・連の
食品に関する科学的な安全対策を実施するとの原則を確立 した。ア.メリカ合衆国では2W3'fに科学的
根拠のレベルごとに食品の機能と安全について評価 し、健康表示の内容をランク付けする条件付きヘル
スクレーム制度が立ち 【=げられた.国際基準を定めるコー.デックス:委a会でも2004年に健康に関する
.h.r.のガイドラインが採択 され、現在、健康表示の科学的評価に関する検討を進めている。
(5)食品衛生法、JAS法、景品表示法、計量法、健康増進法、薬事法について,制度の目的及び表示対象や
表示事項についてまとめたものが...ド記の表である。
??
?、??
????
「「、
??
??
?
法律の名称 糊度の目的 表示対象 表示すべき事項
食品衛生法 飲食に起因 する衛生上の危害の
発生 を防止 し、国民の健康の保
護 を図 ること
容器包装 に入れられた加工食品
(一部生鮮品 を含む。)
名称、食品添加物、消費期限又
は賞味期限、保存方法、製造者
氏名、製造所所在地、遺伝 子組
換え食品、アレルギー食品
農林物資の規格化
及び品質表示の適
正化 に関す る法律
(JAS法)
農林物資の品質に関する適正な
表示 を行わせることにより、消
費者の適 切な商品選択 に資 し、
もって公共の福祉の増進 に寄与
すること
...r....r」.......油.曲内 . .一r..「■.m.
すべての飲食料 品。加工食品品
質 表示基準(51品目).生鮮 食
品品質表示基準.(3品目〕、個別
品質表示基準により..表示対象、
方法が定められている。
【加工食品1名称、原材料名(食
品添加物 を含 むo).原料 原産地
名 〔一部の品 目に限る。)、内容
..消 費期限又は賞味期限、保
存方法、 製造業者等の氏名又 は
名称及び住所、原産国名(輸 入
品に限る。:1、遺伝子組換 えでな
い旨の表示 〔任意)【生鮮食品}
名称、原産地
不 当景品類及び不
当表示防止法
(景品表示法)
不 当な衷示による顧客の誘引の
防止
事業者の供給する全ての商品 〔食
品)
一 一
..圃山
計量法 内容量等の表示 密封 された特定商品 内容量、表記者の氏名又は名称
及び住所
健康増進法 健 康 の 保持 ・回 復 ・向上 、発 育
に役立 て る
販 売 される加工食 品等で、邦文
で栄養表示する場合
栄養 表 示 基準:熱 量 、 た ん ぱ く
質、 脂 質.炭 水化 物(又 は糖 質
及び食 物繊 維 〕、ナ トリウム 、表
示栄 養 成 分の 順 に.邦 文 で読 み
ゃす く表示
特別用途食品(病 者用食 品、妊
炭 婦 ・授乳婦用粉乳、乳.児用調
整粉乳、高齢者用食品及び特定
保健用食品)
商品名、原材 料名、賞味 期限、
保存方法、製造者の氏名等、許
可証票、許可 を受けた表示 の内
容、栄養成分量及び熱量、摂取
方法等
健康の保持増進 の効果等 につい
ての虚偽 ・誇大な表示等の禁止
食品 としzap売に供する物
一...
一(rｰr止 表 示 と して、 健康 保
持増 進 効 果等 につ い て、 著 しく
事実 に相 違 す る表 示 を し、 又 は
著 しく人 を誤 認 させ る.よう な表
示 を して はな らない。〉
墜 食品に対する医薬品 と誤認 される効能効果の表示 を禁止 容器包装 に入れられた加工食品及びその広告 一
?」
出所:「食品表示Q&A』中央法規
㈲ 消 費 者 と企 業 の間 に情 報格 差 が あ り、消 費 者 が 知 ら され な い こと も問 題視 され て い る。 表示 対 象 も、 表
示 を 行 う必 要 が あ る か ど うか は、rirが 容 器 包 装 に 入 っ て い る か.対 面 又 は陳 列 販 売 で あ る か 、 ま た
「.製造1と 「加TJの 定 義 の 違 い に よ って 、 加 工 食iuの範 囲 も食on衛生法 、JAS法で 規 定 が 異 な る。 そ
の他 、 表示.面で も、 文 字 が小 さ くてIIILみづ らい.:表示位dが 不統..一一、 食LIII添加 物 や 化 学物 質 名、 栄 養 成
:分表 示 な どの 専門 用 語 が わ か り に くい 、理 解.できな い な ど と情 報 伝 達 に お い て も双 方 向 理解 が 問 題 と な
って い る。
〔7)同調 査 で 、 「健 全 で 鼎 か な 食 生 活 の た め の 収 絹.意向 」 で は.、安 全 な 食 べ 物 に 関 す る 知 識 を増 や す
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(57.7%).栄養 に 関 す る知 識 を 増 や す(sz.a%),食品 の表 示 を よ く確 認 して購 人(39,0%)〉.と答 え 、
健 全 で 睦か な 食 生 活 を送 る た め 知 りた い 情 報 と して 、 食 の安 全 、 食 品 表 示 に 関 す る情 報(57.4%).栄
養 の バ ラ ンス や カ ロ リ ー等 の 情 報(43.3)、健 康 に配 慮 した料 理 の 技 術 と知 識(32.3%)、生活 習慣 病
や 子 ど もの肥 満 予防 に 関 す る情 報(23.6%)、農 業 生 産 や 加 」二食ocの製 造 過 程 に 関 す る情 報(23,0%)を
挙 げて い る。 同様 な 調 査 と して 、1.食uoの購 買意 識 に 関す る 世論 調 査 」(平 成17年3月 東 京 都生 活文
化 局)で も、 生 鮮 食 料 品 購 入 時 に 貢 視 す る こ と と して 、 鮮 度(77,8%)、価 格(53.9%)、安 全 性
(37、0%)、産 地(192%;、 昧(16.3%)、必 要 な 量 だ け 購 入 で き る こ と(14.2%).体に 良 い も の
(13.0%)、見 た 目(7.5%)と答 えて お り、 生鮮 食 料 品 購.入時 の意 識 変 化(以 前 よ り気 にす る よ うに な っ
た 割 合)に つ い て は,鮮 度 ・消 費 期 限(50.7%〉、 安 全 性(59.9%)、産 地(44.9%)、価 格 の 安 さ
(27,6%)〉を挙 げて い る。 食 品 の 自主 回収 の原 因別 件 数 〔農 林 水 産 消 費 安 全 技 術 セ ン タ ー08年)で は、
845件 〔04年の213件 の約4倍)の うち表 示 不適 切 が350件で 最 も 多 くな って い る こ とか ら、 ここで も
企 業、 消 費 者双 方 に と って も表 示 ・広 告 の 役 割 の重 要 性 を伺 うこ とが で き る。
〔8)「食 品 表 示 に 関 す る消 費 者 の意 識 調査J(内 閣 府2002年5月)に よ る と、 買 い 物 の 時 に 食 品 表 示 を見
て い る人 が92%で 、 一〒方 、1年 前 に比 べ て表 示 され て い る こ とが 信 頼 で き な く な った 人 が78%だ っ た。
「消 費 者 の 食 品 表 示 の 意 識 につ い て」 〔農林 漁 業金 融 公庫2008年1月)に よ る と、 買 い 物 の 時 に 食00
表 示 を確 認 して い る 人 は95%で 、 食 品表 示 につ いて 信 頼 が低 い と回答 した 人 は84%と 、 いず れ も高 く
な っ て い る。信 頼 が 低 い と認 識 しな が ら も、消 費 者 に とって 商 品 を判 断 す る必 要 不 可 欠な 表 示で あ る こ
とか ら、1.ピ確 な情 報 の伝 達 は、 安 全 性 、正 確 な 商品 情 報 、事 故 の 未 然 防止 と安 全の 確 保 、 問 題 が起 き た
際 の原 因 究 明 や 商 品 回収 を迅 速 かつ 的確 に行 う こ とに重 要 な 役割 を果 た す の で あ る。
(9>企業 と消 費.者間 の格 差 は 、 商品 や サ ー ビス の 内容 や 性 質 につ い て の 知 識 、情 報 及 び 判 断 力 に お け る格 弟
も含 まれ る。 力 の 格 弟 を背 .景に消 費 者 は従 属 的 で あ り、 供給 者 に比 べ 劣位 に 置 かれ て い る。消 費 者 の 弱
さは 、消 費 者 の 生 命 や 身体 や心(精 神)が 傷 つ きや す い こ とを意 昧 す 翫.欠 陥 製 品 に よ り死 亡事 故 が 発
生 した り、 消 費.者が怪 我 を した り、 病 気 に な る例 を挙 げ る まで もな く.人 身 損 害 の結 果 は重 大 で あ り、
深 刻 な もの に な る 可 能牲 が あ る。 負 担 転 嫁能 力 め欠 如 と して、 企 業 は 、 自 己の 利 益 を;:るた めの コ ス ト
を商 品や サ ー ビス の価 格 に織 り込 ん で 、消 費者 に広 く薄 く転 嫁 で き るの に 対 し、 消 費 者 に は この よ うな
機 会や 能 力 もな い こ とを意 昧 す る。if`iは 発生 した 損害 を 自分 で 引 き受 け な けれ ば な らな い.立場 に あ
る と して い る。
(io)本稿 で論 じ る 「表 示 」 に は 、狭 義 的 に 広告 の概 念 も含 む もの とす る。消 費 者の 多 く がマ ス メデ ィア以 外
に イ ンタ ー ネ ッ ト情 報 を活 用 す る時 代 に、 商 品パ ッケー ジや 店 頭 ・店 内 の あ らゆ る表 示 、携 帯 サ イ トの
情 報 等.、消 費者 に 届 く情 報 と して有 料 ・無 料 の もの が 混 在 し、 消 費者 は意 識 しな いで そ れ らの情 報 を自
身 の 中 で 必 要 に応 じて使 い分 け て い る。 そ れ らが 複 層 的 に個 人 の意 識 の 中で 商 品情 報 と して 蓄 積 され、
消 費 の場 面 で ア ウ トプ ッ トされ るわ けで 、 表示 も広 告 もコ ミュニ ケ ー シ ョ ンの 主 要 な役 務 とな って い る
理 山 に よ る。
(ii)リス ク評 価 、 リス ク管理.リ ス ク コ ミュニ ケ ー シ ョンか ら成 り.立つ 。 総合 的判 断 に必 要 な情 報 は 、 リス
ク コ ミュ ニ ケー シ ョ ンに よ っ て得 られ る部 分 が 多 く、.関係.者が 理 解 し受 け 人れ る こ との で き る方 策 の 構
築 と実 現 が]∫能 とな る。 我 が0に お いて は 、 こ う した リス ク分 析 の:考え .方に沿 って 、 食 品安 全 基 本 法 が
制 定 され 、 リ ス ク評 価機 関 と.して食 品 安 全 委 員 会 が、 リス ク管 理 機 関 と して農 林 水 産 省 や厚 生 労 働 省 等
が それ ぞれ の役 割 を 果 た して い る。 今 後 も、リス ク分析 の 仕 組 み に基 づ く.食の安 全 に対 す る取 り組 み を、
国 民全 体 が 支援 し発 展 させ る こ とが 必 要 と され、.食の 安 全研 究 セ ン ター も科 学 的 側 面 か らこ の取 り組 み
を支援 して い く。
(12>2003年3∫.1に「表 示 改 善 プ ロ ジ ェ ク ト三 を設 置 し、 お客 様 か ら見 て 本 当 に 必 要 な 、 わ か りや す い 表 示
の 検 討 を行 って きた 。 同 プ ロ ジ ェ ク トはiii週1回会 合 を 開 き、 各 店 か ら集 め られ た お客様 の 声や 「消 費
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生 活 ア ドバ イザ ー」 か らの提 案 を参 考 に し なが ら問 題 点 を洗 い 出 し、 優 先順 位 をつ け て 改 善策 を策 定 し
たp例 え ば、 産地 名 は 、 商 品 名の 前 に記 載 す る こ とに 統...＼.広告 掲 載 品 に産 地 名 を表示 した。 不 明 瞭 な
トレー サ ビ.リテ ィを改 善 し、1顔 が 見 え る野 菜 ・魚」 を オ'リジ ナ ル ブ ラ ン ドと した 。 ま た品 質 表 示 で も
「健 康 野 菜 .」・「.ミネ ラル 野 菜」・「減 農 薬野 菜 」 ・「.特選」 ・…..厳選 」・「熟 成 」・「完 熟 」 な どの 使 川 を全 面 的
に使 用 禁 止 と した。
(13>お客 様 との コ ミュ ニケ ー シ ョンに は 、 社 内 体制 整 備,お 客 様 か らの情 報 収 集 、 管理.そ して情 報 の フ ィ
ー ドバ ッ ク、食 育 の推 進 をあ げ て い る、
(14)食s.以外 の情 報 と して 、.r場見 学 の案 内 、 自社 製 品 の歴 史 、 体験 学 習 の 参加 者 の様 子、 お客 様 か ら寄 せ
られ た 声 、 自社 が 出展 す る イベ ン トな ど 、 ホ ー ム ペ ー ジで 情 報提 供 の 取 組 を 行 う。 食nnのカ ロ リ ・ー表示
をグ ラム 単位 か ら個 数単 位 に 換 算 してパ ッケ ー ジ に 表示 して い る、 ア レル ギ ー 誘起 物 質 と して 食ll1～1衛生
法 の 義 務 表 示7品 目 だ けで な く、 推 奨 され て い る18品 目 につ い て も商 品 に 表示 す る、#t的 な 品質 保
証 体 制 に 関 す る 冊 子 を作 成 、 配 布 し、 ホー ム ペ ー ジ に製 造 工 程 の 動 画 を掲 載 す る。 食 育の 推 進 と して、
商 品 パ ッケ ー ジに レシ ピや栄 養 バ ラ ンス ガ イ ドを記 載 し、 健康 に配 慮 した 新 た なメ ニ ュ ーの提 案 や新 し
い.食の ス タ イル提 案 活 動 に取 り組 む。 食 品 の 安 全 ・安 心 に か かわ る科 学 的根 拠 、 賞 味 期 限 ・.消費期 限 の
設定 、食 品 添 加 物 につ いて の 解 説 、食 物 ア レル ギ ーの 解 説 等 を ビデ ォ やパ ン フ レ ッ ト、 冊.子、t一 ムペ
ー ジ を通 じて 、 お客 様 の啓 発 につ なが る基本 的 な情 報 を提 供す る な ど 多面 的 な活 動 例 を示 して い る。
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